
背景・目的

平成25年度予算
○○百万円

低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）等による家庭等の自発的対策推進事業
平成30年度予算（案）

3,000百万円（2,000百万円）

事業目的・概要等
平成28年5月閣議決定の地球温暖化対策計画では、地球温暖化
問題は、社会経済活動・地域社会・国民生活全般に深く関わる
ことから、全ての主体の参加・連携や意識の改革、環境配慮行
動の喚起が必要であり、自主的な行動喚起の促進を通じた低炭
素社会にふさわしい社会システムへの変革やライフスタイルイ
ノベーションへの展開をすることとしている。

近年欧米では行動科学等の理論に基づくアプローチ（ナッジ
（nudge：そっと後押しする）等）により、国民一人ひとりの
行動変容を（１）情報発信等を通じて直接促進し、また、
（２）社会システム等の外部環境の変化を通じて間接的に促進
して、社会システムやライフスタイルの変革を創出する取組が
政府主導により行われ、費用対効果が高く、対象者にとって自
由度のある新たな政策手法として着目されており、環境分野に
おいても国民各界各層が環境配慮に価値を置き低炭素社会の構
築を実現するための取組等に適用が進められているが、我が国
への適用や効果の持続可能性については検証が必要。

平成29年4月に環境省が日本版ナッジ・ユニットを発足。代表
として米国エネルギー省、ハーバード大学、各国ナッジ・ユ
ニット等との連携の下、世界最先端のモデルの構築・実証によ
り環境価値の実装された低炭素社会へのパラダイムシフトの実
現を目指す。

（１）ナッジ等を活用した家庭・業務・運輸部門等の自発的対策推進事業
CO2排出実態に係るデータ（電力、ガス、燃料の使用等）を収集、解析し、個々に

パーソナライズして情報をフィードバックし、自発的な低炭素型の行動変容を促す等、
CO2排出削減に資する行動変容のモデルを構築。地方公共団体との連携の下、当該モデ
ルの持続的適用可能性の実証や我が国国民特有のパラメータの検証を実地にて行う。
（２）ブロックチェーン技術を活用した再エネCO2削減価値創出モデル事業
これまで十分に評価又は活用されていなかった自家消費される再エネのCO2削減に係

る環境価値を創出し、当該価値を低コストかつ自由に取引できるシステムをブロック
チェーン技術を用いて構築し、実証。

（１）日本型の行動変容モデルを構築し、平成33年度までに5地域程度で展開。当該モ
デルの実用化により、低炭素型の行動変容を促し、平成42年度に380万t-CO2の削減。
（２）自家消費される再エネにCO2削減価値を創出し、環境配慮が適正に評価される社
会を実現。当該価値を取引するプラットフォームの実用化により、新規の又は追加的な
再エネ活用に取り組むよう行動変容を促すとともに、地域の再エネ事業の自立を加速化。
全国各地域に賦存する再エネポテンシャル及び導入された再エネ設備等を最大限活用す
る社会への変革を起こすことで、全国的なCO2削減対策を強化。

実施期間：
(1)平成29年度～33年度
(2)平成30年度～34年度

国 民間団体等
委託

事業概要

事業スキーム

(1) 家庭部門のｲﾒｰｼﾞ
エネルギー供給事業者
（電力・ガス等）

・ｴﾈﾙｷﾞｰ使用実態ﾃﾞｰﾀ
（月次検針・ｽﾏｰﾄﾒｰﾀ・ｾﾝｻ）

無理のない行動変容の定着・ライフスタイルの変革
行動科学等を活用し、国民一人ひとりに配慮した
無理のない行動変容の定着・ライフスタイルの変革

事業者

・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ
・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築
・ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ解析・検証
・徹底した情報ｾｷｭﾘﾃｨ

・ﾌｨｰﾙﾄﾞ提供
・ﾃﾞｰﾀ提供
・自由化時代
の顧客ｻｰﾋﾞｽ
差別化・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

個人・世帯

・事業提携
・地域活性化

環境性能の高い
製品開発

・地域連携
・習慣付く仕掛けづくり
・地域に根付く新規環境
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ

地方公共団体

地元企業

ナッジ
あり／なし

• 行動科学・ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ分析・人工知能
学習を基にした多様なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・家
計や環境に優しい省ｴﾈｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

• ｹﾞｰﾐﾌｨｹｰｼｮﾝによる飽きのこない仕組
みづくり

• ｱﾝｹｰﾄを通じて一層ﾊﾟｰｿﾅﾗｲｽﾞしたﾌｨｰ
ﾄﾞﾊﾞｯｸ・ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

情報発信
仕組みづくり

Do

CheckAct

Plan
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
最適化

期待される効果

環境価値が実装された
低炭素社会への
パラダイムシフト


